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以下は、『民主党さっぽろ』第 723・724 号（2012 年 4 月 27 日・5 月 4 日合併

号）に掲載された内容です。ワードは川村発言のみですが、機関紙そのものも

添付しています。 
 

≪座談会≫札幌市公契約条例の早期制定―安心

して暮らせる地域を 
    川村 雅則 北海学園大学准教授 
    平野 博宣 札幌地区連合事務局長 
（進行）ふじわら広昭 札幌市議会議員 
 
 第１回定例市議会で札幌市公契約条例案が継続審議となった。入札制度改善

こそが先決だとする関係業界からの要望があり、議会でも予算特別委員会で２

度にわたり審議された。 
市発注の事業に従事する労働者の賃金下限額を設定することで、適正な労働

環境を確保し、安心して働き暮らすことのできる地域社会の実現を目的にした

条例案。 
議会審議と、札幌市公契約条例の制定を求める会での活動や審議過程を振り

返りながら、早期制定に向けて、何が求められるのか、最前線で活躍された３

人に語ってもらった。 
 
 

「反貧困宣言」としての公契約条例 
川村 私は、ＮＰＯ法人の建設政策研究所に所属して、北海道における季節労

働者の雇用・労働、建設事業者の経営実態に関する調査を行ってきました。2010
年度に北海道からの委託で行った調査では、年収２００万円未満の季節労働者

が６割を占めていました。そうした中、年金をかけられない、そのため高齢に

なっても仕事をやめられない、でもその仕事がない、という状況がひろがって

いる。建設産業の賃金・労働条件の適正化を図る公契約条例に対しては、こう

した調査研究を通じて早くから注目をしていました。 
 建設以外でも、いわゆる官製ワーキングプアが社会問題になっています。例

えば、文字通り私たちの暮らしを支えるごみ収集労働者の調査を昨年度行いま
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した。彼らの多くは、民間の委託事業者に雇われるものであって、年収は正規

雇用で３００万円台、非正規雇用では２００万円台です。少なからず市民は、

彼らを賃金・労働条件に恵まれた公務員と誤解しているのではないでしょうか。 
なぜこうした状況が拡大したのか。やっかいなのは、語弊があるかもしれま

せんが、市民や自治体も加担しているということです。つまり、財政難等を背

景にして自治体は「最小の経費で最大の効果」を追求し、発注価格を低く抑え

る。市民の側も「税金が安くなればよい」という理屈や、建設業界の談合問題

などもあって、「より安く、より安く」を追求してきた。その結果、こうした貧

困問題が拡大、深刻化してしまった。この状況に歯止めをかけなければならな

い。 
そういう意味で公契約条例というのは、自治体がこれまでの自らの行為を省

みて、「自分たちの発注する仕事でワーキングプアを生み出してはいけない」「中

小企業など受注者泣かせなことをしてはいけない」と、ある種の反貧困宣言を

行ったととらえることができるのではないでしょうか。非常に意義があること

だと思います。 
 
 

問題は価格一辺倒の入札制度 
川村 札幌市の条例案は、賃金水準が妥当かどうかなどなお検討を深める課題

はありますが、一人親方も条例の対象に含めるなど、先行する自治体にならっ

たものであり、私たちも、賛成の立場でパブリックコメントを提出させていた

だきました。 
もちろん事業者側には、落札価格がこれだけ低下している中で賃金規制が先

行するのかと受け止められたり、労働者間で賃金格差が生じるのではないかな

どの批判や慎重な意見が出された。ただ全国的な動向をいえば、価格一辺倒の

競争入札では事業者も労働者も疲弊してしまい、価格以外の要素を組み込んだ

入札が必要だという機運が高まり、見直しが少しずつ進んできました。「価格入

札」から「政策入札」へという流れです。 
具体的には、福祉、環境、地域貢献、公正労働など、私たちの社会で大事に

されるべきことがらに力を入れている事業者を入札時において高く評価しよう

という流れです。さらに、公契約条例に賛同する声も多くの議会であがってい

ます。現状のままでは経済も産業も成立しない、という点では労使で一致でき

るのではないでしょうか。 
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「より安く」からの脱却を 
川村 情報が十分に提供されない中で、「より安く」を市民が求める傾向は残念

ながらなお続いているように感じます。「官から民へ」というスローガンが喝采

を浴びて、民営化、業務委託、指定管理者などあらゆる方法で公務のアウトソ

ーシングが進んでいる。 
なるほど、ある仕事について公務員が行う必要は必ずしもない、というのは

そのとおりかもしれない。しかしながら仕事・職種別の賃金が定まっていない

わが国では、「官から民へ」が極端な賃金・労働条件の切り下げとセットになっ

ていることを市民にはもっと知って欲しい。例えば、コミュニティセンター、

福祉施設、スポーツ施設など公の施設に指定管理者制度が導入されましたが、

人件費削減が進んでいます。昨年度の私たちの調査では、施設で働く７割が非

正規雇用で、しかもフルタイムで働いていながら年収は２００万円台がほとん

どでした。さらに、同制度では、公募制が採用されており、４年ごとに事業者

の選定が行われるので、受注者側も安定した雇用につなげていくことができな

いのです。 
 
 

業界との議論も必要 
川村 公契約条例は賃金の下限額設定を通じて労働者の生活保障を行うことが

直接の目的とされていますが、事業者側にとっても、破壊的な価格競争から脱

し一定の利益を確保すること、賃金・労働条件の適正化を通じた労働力の確保

や技能の継承を実現するものです。 
今回、条例制定に対して業界側からの反対意見が強く出されたこともあって、

建設政策研究所では、緊急的に調査を実施しました。中間報告段階で明らかに

なったのは、業界側は公契約条例不用論では決してないということです。条例

そのものへの反対ではなく、仕事がなかなか得られない中で、しかも落札率が

他市に比べても低い中で、条例制定が不安視されている。最低制限価格の引き

上げなど入札制度の改革を優先して欲しいという声が多かった。それは至極も

っともなことではないでしょうか。ただ同時に、入札制度の改革も条例制定も

並行で、という意見も少なからずみられたのは心強いことです。 
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今回、継続審議にあたりモデル事業を行うということですから、業界の直面

している諸課題を明らかにし、改善につなげていくことを期待しています。 
 
 

市民に労働の実態を伝えていく 
川村 この間の審議の中で、事業者側の経営実態等が分かってきたのはよかっ

たことだと思っています。ただ、公契約条例の出発点でもある、働く人たちの

実態はどれだけ明らかにされ、真剣に議論されてきたでしょうか。私たち研究

者も、調査研究での貢献が十分ではなかったことを反省しなければなりません

が、マスコミは、「業界 VS 市長」という対立構造を勝手に描いて、あおってき

たふしはないでしょうか。 
条例制定を求める会としては、公契約の領域で働く人たちの実態を明らかに

し、市民に問題提起しながら、活動を進めて行きたいと思っていますが、その

際には、今回、市が示した公契約条例の施行に伴う経済波及効果試算なども使

って、公共サービスのあり方についての議論を巻き起こすことも必要だと感じ

ています。 
 関連して、横柄な言い方になりますが、労働組合に注文があります。今年も

春闘が闘われました。厳しい内容とは言われているものの、それでもそうした

大手の回答内容をみて、中小企業やそこで働く人たちは自分たちには手の届か

ない「雲の上」の話だと思っているのではないでしょうか。たしかに、かつて

は、春闘にも波及効果があったかもしれない。でもいまはどうでしょうか。む

しろ、というと語弊があるかもしれませんが、条例制定で期待される効果の試

算値などをみても、労働組合には、地域のために公契約条例の制定運動にもっ

ともっと関わって欲しい。残念ながら、条例制定に文字通り奮闘している労働

組合はまだまだ少数ではないでしょうか。 
厳しい賃金・労働条件で働く人たちの存在が私たちの暮らしを支えている。

公契約条例とは、そうした社会のあり方を問うものではないでしょうか。労働

組合には、条例制定を目指し強力な運動をけん引してもらいたい。そのことを

切に願います。 
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